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特別解説

〔 １ 〕 内部監査の重要性と プログ

レスレポート 公表の背景・ 期待

１ ． 内部監査の重要性

金融機関が、 持続可能なビ ジネスモデルを

構築し 、 業務の適切性や財務の健全性を 確保

し つつ、 金融システムの安定と 金融仲介機能

の発揮を 実現さ せていく ためには、 ガバナン

ス を 有効に機能さ せて いく こ と が重要で あ

る。 そのためには、 内部監査部門が、 金融機

関の内部統制、 リ スク 管理態勢、 ガバナン ス

の各プ ロ セスを 評価し 、 リ スク ベースで客観

的な保証（ アシュ アラ ン ス） の提供や改善提

案（ アド バイ ザリ ー） を 行う こ と によ り 、 組

織活動・ 運営の有効性や効率性を 高め、 企業

価値を 向上さ せる と いっ た機能・ 役割を 適切

に果たすこ と が必要である。

金融機関を 取り 巻く 経営環境は大き く 変化

し てき ており 、 近年、 デジタ ラ イ ゼーショ ン

の進展に加え、 ステーク ホルダーの要求の多

様化・ 高度化のほか、 気候変動を 始めと する

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ やダイ バーシ テ ィ ＆イ ン ク ルージ

ョ ン など様々な要請への対応が求めら れてい

る。 また、 金融機関自身においても 、 金融業

以外の業態への参入や海外事業の推進など 、

ビ ジネスのグループ・ グロ ーバル化が進展し

てき ている。こ う し た内外環境の変化に伴い、

リ スク の多様化・ 複雑化も 増し ている。

金融機関は、 こ う し た環境の中において、

自身に直面する リ スク を フ ォ ワード ルッ キン

グに捉える と と も に、 グループ 全体で強固な

ガバナン ス・ リ スク 管理態勢の構築が急務で

あり 、 全ての金融機関において内部監査機能

の重要性が高まっ ていると 言えよう 。

２ ． 現状と 課題の公表

金融庁は、 内部監査機能の重要性を 踏まえ

モニタ リ ングを 進めており 、 2019年６ 月、 金

融機関の内部監査の高度化に関する モニタ リ

ング結果等を 整理・ 取り まと め、「 金融機関の

内部監査の高度化に向けた現状と 課題」（ 以

下「 現状と 課題」）
1
を 公表し た。

「 現状と 課題」 で は、 内部監査の水準（ 成

熟度） について、「 事務不備監査（ 第一段階）」、

「 リ スク ベース監査（ 第二段階）」、「 経営監査

（ 第三段階）」、「 信頼さ れる アド バイ ザー（ 第

四段階）」 の４ つの段階が存在する こ と を 示

し た【 図表１ 】。

「 金融機関の内部監査の高度化」 に向けた

プログレ スレ ポート （ 中間報告） について
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私見ではある が、 こ の四段階について少し

見方を 変えて言う と すれば、 第一段階と 第二

段階は内部監査部門における 事務不備・ 業務

プロ セスの問題を 発見する“ 監査手法” の領

域、 第三段階は内部監査部門における“ 経営

への保証提供” の領域、 第四段階は組織全体

のリ スク 感度が高い“ 成熟し た組織文化” の

領域と 捉える こ と も でき る のではないかと 考

える。

こ のよ う な捉え方から する と 、 内部監査の

水準は、 一足飛びに第三段階や第四段階に到

達する も のではなく 、 第一段階から 第二段階

へ、 そし て第三段階へと 、 それぞれの段階で

求めら れる 役割・ 機能を 確実に充足さ せ積み

上げていく こ と で成し 得る も のと 言える だろ

う 。

３ ． プログレスレポート 公表の背景・

期待

金融庁は、「 現状と 課題」 公表後も 金融機関

に対し 、 内部監査の高度化に向けたモニタ リ

ン グを 重ねて おり 、 大手銀行グループ と は、

通年検査の一環で内部監査の高度化に向けた

取組状況や課題について深度ある 対話を し て

い る。 上記モ ニ タ リ ン グ を 踏ま え、 2023年

10月、 大手銀行グループにおける 内部監査の

取組状況及び課題認識を 整理・ 取り ま と め、

『「 金融機関の内部監査の高度化」 に向けたプ

ロ グレ スレ ポート （ 中間報告）』（ 以下「 プ ロ

グレ スレ ポート 」）
2
を 公表し た。

こ のプロ グレ スレ ポート は、 大手銀行グル

ープはも と よ り 、 それ以外の金融機関におい

ても 、 内部監査を 高度化する 際の一助と なる

こ と を 期待し 公表し たも のであり 、 業態を 問

わず広く 金融機関に理解を 得やすいよ う に、

具体的な事例を 多く 例示する と と も に、 平易

な表現と する など工夫し ている。 協同組織金

融機関等においても “ 銀行に限っ たも の” と

捉える こ と なく 、 自分事と し て対応さ れる こ

と を 期待する 。

日本内部監査協会の特別研究会が、 金融機

関のほか一般事業会社へ「 内部監査の成熟度」

に関する 調査（ ア ン ケート ） を 行っ て いる。

2019年の調査結果（ 編集注） では、 金融・ 保

険分野（ 銀行・ 証券会社・ 保険会社） の内部

監査レ ベルは、 他の業種に比べて高い結果と

なっ ている。 金融・ 保険分野は、 一般事業会

社も 対象と なる 内部監査人協会（ Ｉ Ｉ Ａ ） の

基準やコ ーポレ ート ガバナン ス・ コ ード に加

え、 バーゼル銀行監督委員会や金融庁の基

準・ ガイ ダン ス等の存在が高い内部監査レ ベ

ルに寄与し て いる と 評価し て いる。 中で も 、

金融庁の「 現状と 課題」 の公表など が、 金融

機関の内部監査態勢高度化に向けた改革を 促

し てき た結果と 分析し ており 、 金融庁のこ れ

までの取組の成果があら われている も のと 理

解し ている。

ただし 、 こ の評価はあく までも 金融・ 保険

1
https://www.fsa.go.jp/news/30/20190628_ naibukannsa.html

2
https://www.fsa.go.jp/news/r5/ginkou/20231024/20231024.html

第一段階（ Ver.1.0） 第二段階（ Ver.2.0） 第三段階（ Ver.3.0） 第四段階（ Ver.4.0）

（ 事務不備監査） （ リ スク ベース監査） （ 経営監査） （ 信頼さ れるアド バイ ザー）

役割

使命

事務不備、 規程違反等の発見を通

じ た各部門への牽制機能の発揮

リ スク アセスメ ント に基づき 、

高リ スク 領域の業務プロセスに対

する問題を提起

内外の環境変化等に対応し た経営

に資する保証を提供

保証やそれに伴う 課題解決にと ど

まら ず、 経営陣をはじ めと する組

織内の役職員に対し 、 経営戦略に

資する助言を提供

未来 実質 全体過去 形式 部分

【 図表１ 】 内部監査の水準

//news/30/20190628_naibukannsa.html
//news/r5/ginkou/20231024/20231024.html
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分野が全体と し て他の業種よ り も 高いと し て

いる のであっ て、 個々の金融機関の内部監査

レ ベルには差があるこ と は否めない。

組織・ 陣容が小さ い金融機関に おい て は

「 内部監査部門に投入する 資源には限り があ

る 」、 ま し て や「 内部監査部門には経営に資

する 監査は難し い」 と 言われる 経営陣も いる

だろ う 。 ただ、 昨今の企業不祥事や不正事案

を みる と 、 ガバナン スや内部監査の機能不全

が原因と の指摘も ある。 中長期的視野に立っ

て、 内部監査の高度化に取り 組むこ と 、 こ れ

が将来にわたっ て事業を 継続さ せる ための要

と 言える。 金融機関は業態を 問わず、 世間の

信頼の上に成り 立っ ている のだと いう こ と を

肝に銘じ 、 妥協する こ と なく 取り 組む必要が

ある。 また、 内部監査がアシュ アラ ン ス業務

のみでは片手落ち であり 、 アド バイ ザリ ー業

務まで行う こ と で、 企業価値を 向上さ せる の

であっ て、 第四段階「 信頼さ れる アド バイ ザ

ー」 と なるこ と を 目指し て欲し い。

各金融機関が自身の組織態勢や業務内容等

を 勘案し 、 現在ど の段階にある のか、 今後、

どの段階を 目指すのか、 そのためには何が必

要と なる かを 明確にし 、 計画的に、 着実に取

組を 進めていく こ と が肝要である。

その際、 経営陣が主導し て、 ３ 線管理態勢

において、 第１ 線部門（ 営業部門）、 第２ 線

部門（ リ ス ク 管理部門）、 第３ 線部門（ 内部

監査部門） の役割を 明確に定義付ける こ と が

必要だ。 こ れが出来なければ、 いく ら 内部監

査の高度化を 図ろ う と し ても 第二段階（ リ ス

ク ベース監査） 以上には進めない。

〔 ２ 〕 モニタ リ ング結果の概要

１ ． 全体評価

まず、 プ ロ グレ スレ ポート の中から 、 モニ

タ リ ング結果の概要について紹介する。

金融庁では、 金融機関の経営陣に対し 、 内

部監査の高度化を 求め続けてき ており 、 今回

のモニタ リ ン グ結果では、 大手銀行グループ

に対する モニタ リ ン グでは、 総じ て「 現状と

課題」 公表後も 内部監査の高度化に向けて積

極的に取り 組んでいる こ と が確認でき た【 図

表２ 】。

も っ と も 、 内部監査の水準に関する 自己評

価には、 大手銀行グループ 間で一定の差が生

じ ている こ と も 確認でき た。 すなわち、 国際

的に業務を 展開する 大手銀行グループ のほと

んどは、 第三段階にある と 自己評価し 、 第四

段階の内部監査を 実現する ための主な取組と

し て示し た「 機動的な監査手法」、「 内部監査

内部監査部門における高度化に向けた取組

a

b

c

経営陣や監査委員・ 監査役による内部監査部門への支援

被監査部門に対する取組

 内部監査の重要性・ 有用性に対する認識が強まっ ている
‒ 内部監査の役割等を経営陣含め議論、 役職員増員、 予算増額

‒ 各種会議体の議長から 意見を求めら れるこ と が多く なっ た 等

 経営目線での監査、 リ スク 変化への機動的な対応、

監査品質の向上

 グループ・ グローバルベースでの態勢整備 等 

 被監査部門に対する内部監査への理解・ 浸透

 被監査部門のリ スク オーナーシッ プの醸成

経営陣

監査委員

監査役

内部監査
部門

被監査部門a

b

c

c

【 補足】イ メ ージ

【 図表２ 】「 現状と 課題」 公表後の取組状況
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における Ｉ Ｔ の活用、 データ 分析」、「 企業文

化（ カ ルチャ ー） に対する 監査手法」、「 経営

環境の変化等に対応し た予測と それに基づく

助言」 の導入に向けた取組を 進めている こ と

が確認でき た。 その他の先では、 第三段階へ

向けた途上の水準にある と 自己評価し 、 第三

段階の水準に向けて内部監査の高度化に取り

組んでいるこ と が確認でき た。

大手銀行グループ 間で一定の差が生じ てい

る 要因について は、 私見で ある が、 例え ば、

第三段階と 自己評価し ている 大手銀行グルー

プは海外拠点を 有し ている こ と から 現地監督

当局の規制・ 基準も 満たす必要がある こ と 、

欧米中心に職業監査人が存在し 人材プ ール・

マーケッ ト が形成さ れており 、 海外拠点では

こ のよ う な職業監査人を 採用し ている こ と 、

こ う し た海外の職業監査人の高度な監査手法

を 、 国内にも 展開し てグループ・ グロ ーバル

での監査態勢向上に取り 組んでいる こ と など

が考えら れる。

２ ． 大手銀行グループの取組状況

プロ グレ スレ ポート の中では、 今回のモニ

タ リ ン グを 踏まえて、 金融機関が取り 巻く 環

境や業務状況に的確に対応し た実効性ある 内

部監査を 通じ て業務の適切性や財務の健全性

を 確保し 、 企業価値を 向上さ せる ためには、

次の「 ３ つの観点」 が必要である と 、 取組主

体別に整理し た。

ａ 　 経営陣や監査委員・ 監査役等が、 内部

監査の重要性・ 有用性を 強く 認識し 、 積

極的に支援するこ と

ｂ 　 内部監査部門が、 環境の変化に応じ て

内部監査を 高度化し て いく こ と 、 かつ、

監査基盤を 強化するこ と

ｃ 　 経営陣や監査委員・ 監査役、 内部監査

部門が、 被監査部門に対し て内部監査へ

の理解・ 浸透やリ スク オーナーシッ プ の

醸成を 図るこ と

次項では、 ３ つの観点から 整理し た、 大手

銀行グループの主な取組事例を 紹介する。

（ １ ）「 経営陣や監査委員・ 監査役によ る 内

部監査部門への支援」

大手銀行グループ で は、 経営陣や監査委

員・ 監査役によ る 内部監査の重要性・ 有用性

に対する認識が強まっ ている。

例えば、 内部監査の重要性に関し 、 経営陣

と 内部監査部門が、 次期の中期監査計画策定

に合わせて１ 年間に亘っ て内部監査の役割、

目指すべき 姿等を 議論し ている 事例や、 内部

監査部門の役職員を 増員、 予算を 増額し てい

る 事例が見ら れた。 また、 内部監査の有用性

に関し 、 各種会議体の議長から 内部監査部門

に対し て意見を 求めら れる こ と が多く なっ た

と する 事例が見ら れた。 加えて、 社外役員の

知見を 積極的に内部監査に取り 入れる ため、

監査委員・ 社外監査役と の意見・ 情報交換を

頻度高く 実施し ている 事例や、 社外の立場か

ら 見て注力すべき 領域や個別監査の監査視点

の妥当性、 監査手続の内容等について監査委

員から 助言を 受けている事例も 見ら れた。

（ ２ ）「 内部監査部門における高度化に向け

た取組」

大手銀行グループでは、 ①経営目線での監

査や②リ スク の変化への機動的な対応、 ③監

査品質の向上、 ④監査基盤の強化、 ⑤グルー

プ・ グローバル監査に取り 組んでいる。

例えば、 経営目線での監査に関し 、 内部監

査部門が「 経営に資する 提言」 と は何かを 定

義付けし 、経営陣と 認識共有し ている事例や、

経営陣や監査委員・ 監査役、 事業本部長等の

課題やリ スク 認識を 踏まえた監査テーマを 選

定し ている事例が見ら れた。

リ スク の変化への機動的な対応に関し 、 オ

フ サイ ト ・ モ ニ タ リ ン グ
3
の導入や同モ ニタ

リ ン グで認識し た懸念点を 適時に所管部門へ

提言する 手法を 導入し ている 事例や、 アジャ

イ ル型監査の試行等に取り 組んでいる 事例が
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見ら れた。

監査品質の向上に関し 、 ベテラ ン 監査員で

構成する 品質評価の専門チームを 設置し て同

チームが伴走的に個別監査の実施状況を 評価

し て いる 事例や、 品質評価の結果を 踏ま え、

監査委員と 次年度以降の高度化に向けた対応

策を 協議し ている事例が見ら れた。

監査基盤（ 監査人材） に関し 、 内部監査部

門への異動希望者を 社内公募し て いる 事例

や、 専門人材（ 特にＩ Ｔ 、 Ａ ＭＬ ／Ｃ Ｆ Ｔ 領

域） を 確保する ために外部人材を 積極的に採

用し ている 事例、 ビ ジネスモデルや経営戦略

を 理解し た経営企画部門経験者を 内部監査部

門に配属し ている 事例、 階層毎に求めら れる

「 スキル」「 業務知識」 等のレ ベルを 明確化し 、

き め細かく 体系的な研修・ 教育体制を 構築し

ている 事例、 内部監査部門の人材育成のミ ッ

シ ョ ン の１ つに、「 ガバナン ス 人材
4
の輩出」

を 掲げ、 第１ 線・ 第２ 線・ 第３ 線間の計画的

な人事異動に基づく 人材育成を 推進し ている

事例が見ら れた。

大手銀行グループ には、 積極的な社内公募

や外部人材の採用によ り 「 現状と 課題」 の公

表時に比べて内部監査部門職員の若返り が進

んでいる 先や内部監査部門への異動を 希望す

る 職員が増えている 先も あっ た。 経営陣や監

査委員・ 監査役によ る 内部監査部門に対する

期待・ 支援も あり 、 着実に、 組織内での地位

が高いも のになっ てき ていると 考えら れる。

第三段階の水準にある と 自己評価し た大手

銀行グループ では、 グループベースでのリ ス

ク ・ アセスメ ン ト ・ 監査計画の策定、 策定に

あたっ てグループ 監査部長会やグループリ ス

ク ・ アセスメ ン ト 会議等で意見交換・ 目線合

わせを 実施し ている 事例や、 グループ・ グロ

ーバル共通の監査支援システムの導入や監査

手法の標準化等に取り 組んでいる 事例が見ら

れた。 その他、 グループ・ グロ ーバルにまた

がり 、 かつ専門的な知見が必要と なる 領域に

ついて専門領域チームを 設置し て同チームが

国内外拠点の監査を 実施・ サポート し ている

事例が見ら れた。 特に、大手銀行グループは、

買収等によ り 、 海外の会社や非銀行業務を 行

う 会社を グループ内に取り 込み、 事業展開を

広げる 機会も 増えてき ている こ と から、 グル

ープ・ グロ ーバルの観点で、 内部監査の水準

を 一体化し ていく 取組の重要性は増し ている

と 考えら れる。

（ ３ ）「 被監査部門に対する内部監査への理

解・ 浸透やリ スク オーナーシッ プの醸成」

大手銀行グループでは、 ①被監査部門に対

する 内部監査への理解・ 浸透や②被監査部門

のリ スク オーナーシッ プの醸成に取り 組んで

いる。

例えば、 被監査部門に対する 内部監査への

理解・ 浸透に関し 、 社内の業務内容説明会や

階層別研修会において内部監査の役割や業務

内容を 説明し ている 事例や、 営業店監査の臨

店時において、 営業店職員に対し て内部監査

の目的（「 監査」 と 「 検査」 の違い等） を 説

明し ている 事例が見ら れた。 また、 被監査部

門のリ スク オーナーシッ プ の醸成等に関し 、

被監査部門が自己認識し ている 課題及びその

改善対応策を 内部監査部門へ申告する 制度

や、 当該申告を 基に、 内部監査部門が被監査

部門のマネジメ ン ト 層のリ スク 認識及び内部

統制構築への取組状況を 評価する と 共に改善

対応策の定着までフ ォ ロ ーアッ プ、 アド バイ

スする制度を 導入し ている事例が見ら れた。

３ ． 大手銀行グループが認識し ている

課題等

一方、 経営陣や監査委員・ 監査役の内部監

3
一般的に、 オフ サイ ト ・ モニタ リ ン グと は各種会議体への陪席や議事録・ 関連資料の閲覧、 各種情報システムへのア

ク セス、 第１ 線・ 第２ 線と の意見交換等を 通じ て、 日常的に情報収集・ 分析する こ と をいう 。
4

マネジメ ント 能力やリ スク マイ ン ド を 有する 人材
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査部門への期待・ 自ら の課題や内部監査部門

が認識し ている 監査態勢・ 監査基盤（ 監査人

材） 等に関する課題も 確認でき た。

（ １ ） 第三段階にある と 自己評価し た大手

銀行グループの課題認識等

第三段階の水準にある と 自己評価し た大手

銀行グ ループ の経営陣や監査委員・ 監査役

は、 内部監査部門に対し て、 ビ ジネス環境の

急変に伴い発生する リ スク を 捉えた機動的な

監査の実施や経営戦略の策定・ 遂行・ 浸透状

況、 経営資源配分の十分性・ 適切性等の、 経

営戦略等を 対象と し た監査の実施を 期待し て

いる。 ま た、 経営陣は、 自ら の課題と し て、

被監査部門が内部監査を 積極的に受け入れ、

協力する風土の醸成を 挙げた。

他方、内部監査部門が認識する課題と し て、

株主・ 経営者・ 従業員・ 金融当局等のあら ゆ

る ステーク ホルダーの視点を 意識し た監査の

実施や、 会社全体で見た経営課題に関する 真

因の特定、 第１ 線・ 第２ 線と 第３ 線と の間で

の人材の好循環化のほか、 アジャ イ ル型監査

の試行等、第四段階に向けた取組等を 挙げた。

（ ２ ） 第三段階へ向けた途上水準にある と

自己評価し た大手銀行グループの課題認

識等

第三段階へ向けた途上水準にある と 自己評

価し た 大手銀行グループ の経営陣や監査委

員・ 監査役は、 内部監査部門に対し て、 第三

者から 言いにく いこ と であっ ても 事実に基づ

く 自由な発言や、 アシュ ラ ン ス機能の発揮等

を 期待し ている。 また、 経営陣は、 自ら の課

題と し て、 第三段階の水準にある と 自己評価

し た大手銀行グループ の経営陣と 同じ く 、 被

監査部門の内部監査の受容性向上を 挙げた。

他方、内部監査部門が認識する課題と し て、

準拠性監査から 業務プ ロ セスに係る 整備・ 運

用状況を 検証する 監査への移行や、 分析のた

めのフ レ ームワーク を 活用し た問題の根本原

因の追究、 グループ全体のリ スク を 網羅的に

把握し 、 的確に評価する 仕組みの構築、 グル

ープ 会社全体で の監査品質の均質化・ 向上、

経営全体を 見渡す視野を 持っ た監査人の育成

等を 挙げた。

上記事例はあく までも 大手銀行グループ へ

の対話で確認し た内容であり 、 各金融機関に

おいては、 自ら の組織態勢や内部監査の水準

等を 踏まえ、 高度化を 進める ためにはど のよ

う な課題を 解決すればよ いのかを し っ かり 検

討し て欲し い。

その際、 経営ト ッ プ の考え次第で内部監査

高度化に向けた取組状況に差が生じ ている こ

と を 確認し ており 、 大手銀行グループに比し

て経営資源が限ら れている 業態であっ ても 、

経営ト ッ プ主導で内部監査の高度化に取り 組

んでいる 先も ある。 各金融機関の経営陣や監

査委員・ 監査役には、 ガバナン スの強化や企

業価値の向上、 ひいては日本経済・ 地域経済

の発展のために、 率先し て内部監査の高度化

に向けた取組を 期待する。

〔 ３ 〕 今後のモニタ リ ングの主な

論点と 方向性

金融庁で は、 今後、 ３ つの観点を 踏ま え、

大手銀行グループはも と よ り 、 地域銀行、 証

券会社、 保険会社、 その他の金融業態に対し

ても 、 主に次の３ つの論点に基づく 深度ある

モニタ リ ン グを 通じ て内部監査の高度化を 促

し ていく 方針である。 併せて、 金融行政の効

率性を 高める ため、 各金融機関の内部監査の

水準に応じ てモニタ リ ン グの対象領域や深度

を 決定し ていく 方針である。

論点１ ： 経営陣や監査委員・ 監査役によ る

内部監査部門への支援

主体： 経営陣や監査委員・ 監査役

①内部監査の在り 方の検討、 ②内部監査の
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高度化支援、 ③内部監査機能の活用に関す

る取組状況

論点２ ： 内部監査部門の監査態勢高度化・

監査基盤強化

主体： 内部監査部門

〔 監査態勢高度化〕 ①経営陣や監査委員・ 監

査役と の意見・ 情報交換、②独立性の確保、

③リ スク の洗い出し ・ 絞り 込み、 ④リ スク

変化への機動的対応、 ⑤監査深度（ 真因分

析含む）、 ⑥Ｉ Ｔ ・ データ 分析の活用、 ⑦

継続的な監査品質の向上、 ⑧グループ・ グ

ローバルでの態勢整備の取組状況

〔 監査基盤強化〕 ①人材確保・ 育成の取組状

況、 ②監査システムの導入状況

〔 コ ソ ーシン グ〕 ①活用方針、 ②最終評価に

関する 責任、 ③知見やノ ウハウの吸収に関

する取組状況

論点３ ： 被監査部門に対する 内部監査への

理解・ 浸透やリ スク オーナーシッ プ醸成

主体： 経営陣や監査委員・ 監査役、 内部監査

部門

①被監査部門に対する 内部監査への理解・

浸透、 ②被監査部門のリ スク オーナーシッ

プの評価や醸成、 被監査部門と のコ ミ ュ ニ

ケーショ ンに関する取組状況

加えて、 金融庁は、 今後、 金融機関へのモ

ニタ リ ン グや内部監査に関する 国際的な動向

も 踏まえて、 グループ・ グロ ーバルベースの

内部監査の一層の高度化を 促す観点も 含め、

「 現状と 課題」 の更新（ 段階別評価の見直し

要否を 含む） の必要性等を 検討のう え、 最終

報告と し て取り まと めたいと 考えている。

〔 ４ 〕 おわり に

以上のよ う にプ ロ グレ ス レ ポート に関し 、

３ つの観点に基づく 、 大手銀行グループの内

部監査高度化に向けた取組状況と 課題認識等

について概説し 、 今後のモニタ リ ン グの主な

論点と 方向性についても 示し た。

改めてと なる が、 金融機関が、 内部監査の

高度化・ 底上げを 推進し ていく ためには、 ①

経営陣や監査委員・ 監査役が内部監査の重要

性・ 有用性を よ り 強く 認識し て積極的に支援

する こ と 、 ②内部監査部門長のリ ーダーシッ

プ によ り 監査態勢高度化・ 監査基盤強化に取

り 組み、 監査部員のパフ ォ ーマン スを 向上さ

せて経営陣や監査委員・ 監査役、 被監査部門

から 信頼さ れる 監査を 実践する こ と 、 ③経営

陣や監査委員・ 監査役、 内部監査部門が、 被

監査部門の理解・ 浸透やリ スク オーナーシッ

プの醸成を 図るこ と 、 が必要だ。

内部監査を 高度化さ せる には、 内部監査部

門の取組だけでは成し えない。 経営陣や監査委

員・ 監査役の支援、 被監査部門の理解など、 組

織全体での取組が必要である。 そし て、 内部監

査部門は、 経営陣や監査委員・ 監査役、 被監査

部門から 信頼を得て、経営に資する監査を行い、

独立性・ 客観性を担保し ながら、 時には経営に

物申すこ と も 臆せず、 企業価値を向上さ せるた

めの監査を行う こ と が重要である。

金融機関の内部監査部門においては、 こ の

プ ロ グレ スレ ポート を 基に経営陣への訴求も

可能と 理解し ている が、 なによ り 経営陣や監

査委員・ 監査役が率先し て、 プ ロ グレ スレ ポ

ート も 参考に、 内部監査の重要性・ 有用性に

対する 認識を 一層高め、 引き 続き 、 内部監査

の高度化に取り 組むこ と を 期待し たい。なお、

一般事業会社の内部監査の高度化の一助と な

るこ と も 期待し ている。

（ 本稿における 意見など は執筆者の個人的見

解であり 、 金融庁の公式的な見解を 表すも の

ではない。）

（ 編集注） 調査結果、 https://www.i i aj apan.com/

leg/pdf/i i a/info/201912_ 2.pdf

https://www.iiajapan.com/

